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緒　　言

身体の平衡機能は、骨格や神経機能の発達、筋力、平

衡感覚など多くの要因の影響を受ける。そのため、幼児

期での平衡機能の評価は、身体発育に伴う運動機能の発

達を反映し、その発達の遅れを適切に把握できる可能性

がある。これまで、幼児期の重心動揺検査は、発達の個

人差や検査への集中の持続性などの点から測定値にばら

つきが生じ正常値が得にくいということが指摘されてい

る。しかし、幼児期の子供を対象とした報告も近年にな

って散見されるようになってきている。田中1）らは、３

歳から６歳児を対象として重心動揺を測定し、５、６歳

頃から一定の規則性が出現し、６歳頃から安定した測定

の可能性を示唆している。また、平沢2）は６歳から88歳

までの1,413名の重心動揺を測定し６～20歳までと、20

～50歳代、50歳代以降でそれぞれ一定の増減を認めてい

る。これらの研究は、幼児の平衡機能を評価する上で６

歳前後の就学期に重心動揺検査を行う妥当性を示してい

ると考えられる。

重心動揺検査は抗重力筋緊張を変化させる視性、前庭

性、固有受容器性直立維持機能を反映し、それらの障害

によって体動揺の増大が起こる。また、重心動揺検査で

は病巣や疾患の違いによって特徴的なパターンを示すこ

とが認められている。両側性迷路障害例では動揺は前後

に大きくかつ早くなり、約0.6Hzの前後への周期性を持

った動揺を示す3）。また、脳卒中後片麻痺患者で動揺距

離とロンベルグ率の増加といった特徴を持つこと4）など、

多くの報告がある。しかし、小児期の疾患に関しては、

正常値に関する報告が少ない。また、被検者に精神発達

遅滞など脳機能全般の成熟に問題を持つ者も多く、充分

な検討が行われていない現状にある。更に、神経学的な

障害が明確に認められないにも関わらず、日常生活の中

で転倒しやすかったり、詳細な動作中の観察において姿

勢保持機能や協調動作の未熟さを示す子供たちも存在す

る。

著者らは、幼児の経時的発達経過について心理学的評

価方法を用いて調査5）を行っている。この調査では、将

来、発達障害の範疇に陥る可能性のある幼児（以下リス

ク児）を、できるだけ早期にそして的確にスクリーニン

グするため、幼児期の発達の遅れや偏りの指標を把握す

ることが大きな目標となっている。そこで、本研究では、

心理学的評価方法による経時的発達調査でリスク児と判

断された子供と、リスクの認められなかった子供（以下

健常児）間の平衡機能について重心動揺検査を用いて比

較した。この比較を通して、リスク児の平衡機能の特徴

を明らかにするとともに、スクリーニングの指標として平

軽度発達障害リスク児の平衡機能に関する研究

仙石　泰仁，舘　　延忠，佐藤　　剛
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要　　　旨

我々は発達の遅れや偏りが疑われた幼児（リスク児）と同年齢の健常幼児の平衡機能を比較検討した。

心理学的評価方法を用いてスクリーニングされた９名のリスク児と同年齢の健常幼児21名が対象となっ

た。重心動揺検査の結果、リスク児では重心動揺の距離と面積が開眼条件において有意に増大する傾向

が認められた（ｐ＜0.05）。一方、重心動揺実効値や平均周波数では差異が認められなかった。この結

果より、リスク児の視覚－固有受容覚の統合機能の微細な未熟さが検査結果に反映している可能性が示

唆された。本研究から重心動揺検査がリスク児の早期発見における指標の一つとして有用な方法になる

可能性が考えられた。
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衡機能が有効が否かを検討することを研究の目的とした。

方　　法

２－１対象

対象は平成９年度に札幌市のＮ幼稚園年長児クラスに

在園していた６歳児で、４歳～６歳までの間で行った経

時的発達調査で発達の遅れや偏りが認められた９名であ

る。身体発育状況としては、平均身長114.6±5.1cm、平

均体重24.1±5.5Kg、平均足尖－踵距離は右足181.4±

7.4mm、左足で182.6±8.0mmであった。一方、コントロ

ール群としてリスクの認められなかった健常児群21名に

ついても重心動揺検査を実施し、リスク群と比較を行っ

た。健常児群の身長と体重の平均値は、116.7±5.3cm、

21.1±2.8kgであった。また、平均足尖－踵距離は右足が

183.0±11.7mm、左足が183.8±10.8mmであった。身体

発育状況に関してはリスク児群と健常児群の間には有意

な差は認められなかった。

リスク児群の６歳時点の発達状況を表１に示した。リ

スク児群全体の特徴として明確な運動面での問題は認め

られず、言語面や行動統制面の問題が中心となっていた。

各症例の特徴は、症例１～３はWPPSI知能診断検査で

はトータルＩＱがボーダーラインにあり、言語性ＩＱが

動作性ＩＱに比べて有意な低下を示していた。また、K-

ABC心理・教育アセスメントバッテリー（以下K-ABC

検査）では継時処理および習得度尺度の低下が共通して

認められており、言語発達の特異的な遅れに関するリス

クが認められていた。症例４、５は知能検査の結果から

は問題は認められていないが、教師からは集中力の低さ、

落ち着きのなさが共通して問題点として指摘されてい

た。K-ABC検査ではケース４は全尺度での低下、症例

５が習得度尺度のみの低下であるが、多数の尺度間でス

コアーの有意差が認められており、行動の自己コントロ

ールや認知処理過程での能力に偏りが認められた。症例

６～９は知能水準は正常域にあったが、言語性ＩＱと動

作性ＩＱの間での有意な差があり、更に症例６～８はK-

ABC検査でもいくつかの能力尺度において、問題が認

められていた。

２－２重心動揺検査の方法

（１）測定環境

測定に使用した部屋は子供達が通う幼稚園の一室を借

用し、出来るだけ心理的緊張を伴わないよう身体測定の

一環として行った。検査室は横３ｍ、縦５ｍ、高さ2.3

ｍの部屋で、重心動揺計はほぼ中心にあり、被験者の正

面と側面の壁面および窓は暗幕で覆って行った。

（２）測定方法

重心動揺の測定は、日本平衡神経学会の検査基準６）に

従って行った。被験者は、裸足でロンベルグ姿勢で直立

させ、開眼では２ｍ前方で目の高さに合わせた一辺が

1.5cmの正方形の赤い固定指標を注視させ、閉眼では軽

く眼瞼を閉じさせた。日本電気三栄製1G06重心動揺計

の検査台上での開眼、閉眼各々60秒間の動揺を、ＡＤ変

換器を介してパーソナルコンピューター（NEC9820NS）

にサンプリング率20Hzで入力した。ＡＤ変換器の分解

能は12ビットである。入力した動揺記録を三栄製プログ

ラムを使って解析した。

（３）検査項目および解析方法

分析の対象とした検査項目は、①外周面積、②Ｘ軸と

Ｙ軸方向の総軌跡長ＸＹ、③一秒間の平均軌跡長を示す

単位軌跡長、④60秒間直立の総軌跡長を外周面積で除し

た単位面積軌跡長、⑤振幅確率密度分布（足圧中心点の

Ｘ軸およびＹ軸方向それぞれの偏差、尖度、歪度）、⑥

重心動揺の集中している円の半径を示す重心動揺実効値

（ＲＭＳ）、⑦左右方向および前後方向平均周波数の全７

項目、９変数とした。

２－３解析方法

健常児群とリスク児群の比較を行うために、重心動揺

検査項目それぞれについて平均値と標準偏差を算出し

た。平均値はウィルコクスン検定で有意な差（p＜0.05）

を評価した。

表１　二次調査による６歳時点でのリスク児の概要

ケース

１

２

３

４

５

６

７

８

９

♀

♀

♂

♂

♀

♀

♂

♂

♂

なし

あり

なし

なし

あり

なし

なし

なし

なし

言語・複合能力

協応性・言語

協応性

複合能力

複合能力

複合能力

言語

TIQ-77 VIQ-60 PIQ-101

TIQ-80 VIQ-45 PIQ-130

TIQ-87 VIQ-79 PIQ-101

TIQ-110 VIQ-110 PIQ-106

TIQ-104 VIQ-103 PIQ-103

TIQ-96 VIQ-122 PIQ-96

TIQ-98 VIQ-112 PIQ-84

TIQ-110 VIQ-99 PIQ-120

TIQ-103 VIQ-89 PIQ-117

一部問題

問題あり

問題なし

問題あり

問題あり

問題なし

問題なし

問題なし

問題なし

粗雑で集中力がない

自発語が少ない／一人遊び
他児との関わりを避ける

情緒面で不安定

集中力の低さ／落ち着きのなさ
他の子供と遊べない／不器用

集中力の低さ／未熟な言語理解
わがままな性格

会話の理解に時間がかかる

粗雑／落ち着きがない
甘えっ子

発語が不明瞭

おとなしい

継時処理・習得度
（継＜同）

継時処理・習得度
（継＜同、継＜習）

継時処理・習得度

全尺度

習得度
（継＞同、認＞習、継＞習、同＞習）

非言語

継時処理
（継＜習）

継時処理
（継＜習、継＜同）

性別 JMAP総合判定
での問題

JMAP下位指標
での問題 WPPSI知能検査 Ｋ－ＡＢＣ尺度での

問題（尺度間の差）
観察された

明らかな問題 観察された様子

ＪＭＡＰ：日本版ミラー幼児発達スクリーニング検査
Ｋ－ＡＢＣ検査：Ｋ－ＡＢＣ心理・教育アセスメントバッテリー
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結　　果

３－１重心動揺検査

重心動揺検査では全対象児が、測定時間60秒間の間ロ

ンベルグ姿勢を維持することが可能であり、検査を遂行

することが出来た。

外周面積の健常児群とリスク児群の比較では（図１）、

開眼で7.5±3.9cm2（平均値±偏差値）、14.3±5.8cm2、閉

眼では15.0±7.7cm2、21.3±7.5cm2であった。いずれの条

件においてもリスク児群が広い重心面積を示していた

が、有意な差が認められたのは開眼時だけであった。ま

た、対象児個々の測定値を見ると、健常児群およびリス

ク児群ともばらつきが認められた。

総軌跡長は（図２）、健常児群で開眼・閉眼それぞれ

101.7±25.3cm・164.3±37.0cmであるのに対し、リスク

児群では152.6±30.3cm・207.7±22.1cmという結果であ

り、開眼でリスク児群が有意に延長していた。しかし、

健常児の開眼条件でも総軌跡長が150cm前後まで延長す

る者が２名含まれていた。

単位軌跡長（図３）、単位面積軌跡長（図４）でも同

様の傾向が認められ、健常児群とリスク児群の開眼条件

で、単位軌跡長がそれぞれ1.7±0.5cmと2.3±0.5cm、単

位面積軌跡長が16.3±5.4cmと10.1±2.3cmという結果で

あり、リスク児群が有意に延長していた。個人毎の測定

値を見ると、統計的な有意差の認められた開眼条件にお

いても、健常児群にはリスク児群と同程度の測定値を示

す者も含まれていた。

足圧中心点のＸ軸およびＹ軸方向それぞれの偏差、尖

度、歪度で示した振幅確率密度分布では、開眼条件にお

けるＸおよびＹ軸の偏差で健常児群では0.73±0.21、

0.64±0.19、リスク児群では1.09±0.47、0.90±0.24であ

り有意差が認められる結果であった。しかし、尖度、歪

度では差が認められなかった。リスク児群の開眼条件で

の特徴としては、足圧中心点の代表値からの散らばりが
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大きいが、中心型であり、Ｘ軸、Ｙ軸とも一方向への偏

位が少ない傾向にあった。閉眼条件では健常児との明確

な差は認められないが、足圧中心点の代表値からの散ら

ばりが大きく、びまん型であり、Ｘ軸、Ｙ軸とも一方向

への偏位がやや大きくなる傾向にあった。

ＲＭＳは、開眼条件では健常児群およびリスク児群で

1.25±0.75、1.42±0.51であり、閉眼条件では1.40±0.54、

1.52±0.40という結果であった。健常児群とリスク児群

の間での有意な差は、両条件において認められなかった。

左右方向および前後方向平均周波数は、健常児群およ

びリスク児群とも開眼条件より閉眼条件で周波数帯域が

高くなる傾向にあった。しかし、開眼条件では0.23～

0.24Hz、閉眼条件では0.33Hz前後に両群ともあり差異は

認められなかった。

考　　察

４－１健常児群とリスク児群の重心動揺

（１）身体発育状況

重心動揺は、体格や姿勢、検査条件など様々な影響を

受けることが指摘されている。特に、幼児や学齢児では

重心点の高さに関連した身長や支持基底面に反映される

足位や足の大きさ、更に検査への持続的な集中性などが

結果に大きく影響することが報告7）されている。本研究

では健常児群とリスク児群の間で、身長および体重、足

尖－踵距離すべてに有意な差がないという結果であり、

両群の比較を行う上で体格面での影響は除外できると考

えられた。また、検査条件も対象児全員ロンベルグ姿勢

を保持できていたこと、測定環境を子供達に心理的緊張

が起こらない日常的な生活空間で行ったことも安定した

測定結果を出す上で有用であったと考えられる。

（２）重心動揺検査

１）リスク児群の重心動揺の特徴

小児期の重心動揺が成人に比べて大きいことは多くの

研究者が報告している。具体的には重心動揺軌跡、重心

動揺面積は年齢が増すにつれて減少し、およそ10～15歳

で成人と有意差がなくなるとする報告8～10）が多い。また、

健常幼児の測定値も研究者によってばらつきが見られ、

年齢変化、個人差が大きいことが伺える。しかし、一方

ではこのような幼児期における測定値のばらつきは、姿

勢の安定性よりも、むしろ集中力を反映している場合が

多いという指摘11）もある。小児の重心動揺が大きい理由

として、①神経の髄鞘化が成熟していないこと、②下肢

の発育が不十分で重心が相対的に高い位置にあること、

③抗重力筋の発育が不十分で筋力が弱いこと、④精神的

に落ち着きがないことなとが指摘12, 13）されている。本研

究で、健常児群とリスク児群の間で、体格差や検査への

集中度に大きな差がなかったにも関わらず、重心動揺の

検査項目の中で有意差が認められた項目があったこと

は、神経学的な発達の未成熟さが反映した可能性が示唆

される。

２）検査項目毎の測定値に関して

重心動揺の面積は身体動揺の範囲を示すが、一過性の

動揺は外周面積で影響を受けやすく、ＲＭＳでは受け難

いという特徴がある。健常成人を対象とした八木の報告14）

では、20代男女それぞれにおける開眼条件で、外周面積

では1.88±0.53cm2・1.96±0.37cm2、ＲＭＳで1.38±

0.62cm・1.67±0.74cmという結果を示している。また、

日本平衡神経科学会が参考値として提示している正常値
15）では、20代の男女の外周面積は、2.07±0.96cm2・

1.82±0.82cm2となっている。一方、健常小児を対象とし

た報告では、４～６歳までの21名を対象とした坂口の研

究16）では、動揺面積が５～21cm2の範囲にあったこと、

田中ら1）は20秒間の測定値であるが６歳児でおおよそ

10cm2に平均があったことを報告している。今回の結果

では、健常児群の外周面積も健常成人の正常値に比べる

と明らかに広い重心動揺面積であったが、健常小児を対

象とした報告とはほぼ同様の結果であったと考えられ

る。一方、ＲＭＳでは、健常成人の測定値と本研究にお

ける健常児群とリスク児群の間で近似した値を示してい

る。このことから、健常成人に比べ健常小児、また、健

常小児に比べてリスク児群で一過性の動揺が多くあった

ことが推定される。

身体動揺の大きさを示す軌跡長の健常成人における開

眼条件での報告としては、20～30歳代の30名を対象とし

た長山らの報告17）では59.6±9.8cm、日本神経科学会の

正常値15）としては20歳代男女それぞれで76.8±17.4cm・

72.3±17.4cm、八木の報告14）では20代の男女で76.3±

9.07cm・69.8±4.78cmといった結果が示されている。小

児に対しての研究では、報告によって測定時間に違いが

あり一概に比較は出来ないが、宇野は18）６～11歳までの

14名の開眼条件における60秒間の総軌跡長として

107.82±13.59cm、田中ら1）は６歳児に対する20秒間の総

軌跡長で38.5±8.8cm、単位軌跡長では1.8～2.0cm／Sec

に集中していることを報告している。また、正確な測定

値は示していないものの小島ら19）や坂口16）の報告では、

60秒間で60～120cmの範囲にあった。本研究の結果とこ

れらの先行研究を比較すると、動揺面積の結果と同様に、

健常児群では健常成人に比べると明らかに重心動揺が大

きいが、健常小児を対象とした報告とは近似した結果で

あり、リスク児群では延長していることが伺える。

単位面積軌跡長は固有受容反射性の微細な姿勢制御機

能を評価するとされ、小脳・脳幹障害例では大きなびま

ん型の動揺と単位面積軌跡長の短縮という所見を示すこ

とが報告20）されている。大川らによる加齢変化に関する

報告21）では、若年者・高齢者では短く、20歳代から50歳

代で長い傾向にあると述べている。彼らの報告では明確

な測定値は示していないが、20歳未満の35名の開眼条件

での値は、15～45cmの範囲にあった。本研究では、健
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常児群の中にも10cm前後の範囲にある者が５名存在し

ているが、平均値で見ると大川らの報告と近似した結果

であるといえる。リスク児群では開眼時において単位面

積軌跡長の短縮が認められ、健常児群に比べると値のば

らつきも少ない傾向にあり、リスク児群の視覚と固有受

容覚の統合的な姿勢制御の未熟さが示唆されている。一

方、小脳失調や大脳基底核障害などで特異周波数を認め

る15）平均周波数は、今回の結果では健常児群とリスク児

群の間で左右、前後方向とも差異がなく、軌跡長の延長

や動揺面積の増大が小脳失調やアテトーゼ様の病的な不

随意運動によって引き起こされているとは考え難い結果

であったといえる。

以上、重心動揺の面積と軌跡長に焦点を絞って考察を

加えたが、統計的には開眼条件で健常児群とリスク児群

の間に差異が認められているものの、両群とも個人差が

大きく両者を明確に鑑別できる結果とはいえなかった。

しかし、発達経過による変化では、年齢が高くなるにつ

れて測定値のばらつきが少なくなる傾向が認められてお

り16，19）、今後、追跡研究を行っていくことで両群の差異

が顕在化してくる可能性が考えられた。

３）開眼・閉眼条件での差異に関して

重心動揺検査結果では外周面積、総軌跡長、単位軌跡

長、単位面積軌跡長、そして振幅確率密度分布のＸおよ

びＹ軸の偏差で、共通して開眼条件のみで健常児群とリ

スク児群の間に有意差が認められた。身体動揺は視覚情

報がある場合に減少することが知られているが、

Odenrickら22）やRiachら23）による報告では発達期には開

眼と閉眼の動揺面積の差が小さいことを指摘し、その原

因の一つとして、視覚情報処理機能の発達が関与してい

ることを示唆している。一方、宇野18）による軽度の精神

発達遅滞児を対象とした研究では、視覚情報の有無に関

わらず健常児群よりも重心動揺が大きくなることを報告

している。これらの研究からは、発達の未熟さや遅れが、

重心動揺の開・閉眼条件での特徴的な結果を引き起こす

可能性が示唆されている。リスク児群では、二次調査の

結果から認知処理機能の未成熟さが疑われているが、開

眼時のみで健常児群との間に差異が認められたことは、

発達の遅れが顕在化してくる指標として視覚情報処理機

能を重要視する必要性を示していると考えられる。一方、

平衡制御機能は、知覚の統合による空間認知の達成、空

間認知を元にした目的対象・生体指標の認知・予測にそ

の本質があるとする指摘24～26）もあり、認知・予測・複合

運動系の統合という視点から本研究の結果を見ていくこ

とも重要であると思われる。すなわち、リスク児群では

現時点では明確な運動機能の遅れは認められてはいない

が、認知処理の成熟といった高次機能面での統合が遅れ

ることにより、将来的に微細な姿勢制御や運動スキルの

学習といったレベルでの問題が生じる可能性が疑われ

る。そのため、重心動揺検査は、このような可能性を早

期から顕在化できる一つの指標として有用であると思わ

れた。

本研究の結果より、発達障害リスク児では重心動揺検

査で健常児よりも距離と面積とも増大する傾向が認めら

れた。この事は、リスク児の早期発見において重心動揺

検査が指標の一つとして有用な方法になる可能性がある

ことが考えられた。また、発達検査では運動機能の明確

な遅れが認められない場合にも、特異的な姿勢制御機能

の未熟さを示す可能性もあり、軽度の発達障害児に対す

る作業療法を実施する上で十分な配慮の必要性が考えら

れた。

付　　記

本研究は平成８年度文部省科学研究費補助金（奨励研

究Ａ）の助成を受けた研究の一部である。
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Study  on  Disturbance  of  Equilibrium  in  Risk  Children
with  a  Mild  Developmental  Disorder

Department of Occupational Therapy, School of Health Sciences, Sapporo Medical University

Yasuhito  SENGOKU, Nobutada  TACHI, Tsuyoshi  SATO

Abstract

The equilibrium function in 9 children with developmental delay and 21 age-matched controls

were  studied using stabilometry. The length and area of movements of the center of gravity (COG)

in  children with developmental delay were significantly larger than those of normal children during

the eyes open testing. (p＜0.05) In the root mean square and average frequency of COG, no

statistical was observed difference between children with developmental delay and  normal children.

The observations suggest that the immaturity of  the integration of visual and proprioceptive

systems might be present in children with developmental delay. Analysis of equilibrium  function

can be useful for screening children at risk for a developmental disorder.

Key words : developmental disorder, body sway, center of gravity,

early  intervention, screening


